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表紙

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第 6 4 回 定 時 株 主 総 会 資 料

電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

日本電技株式会社
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 470 323 27,790 △370 28,215
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △912 △912
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,167 3,167

自 己 株 式 の 処 分 3 4 7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 3 2,254 4 2,262
当 期 末 残 高 470 327 30,045 △365 30,477

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 650 650 28,865
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △912
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,167

自 己 株 式 の 処 分 7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

△50 △50 △50

当 期 変 動 額 合 計 △50 △50 2,211
当 期 末 残 高 599 599 31,077

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称　　ジュピターアドバンスシステムズ株式会社
②　非連結子会社の数　　２社

非連結子会社の名称　ＮＤテック株式会社、NDテックサービス株式会社
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に
含めておりません。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社の名称　ＮＤテック株式会社、NDテックサービス株式会社
（持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 　　　　　 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　　　　　 移動平均法による原価法

－ 2 －
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連結注記表

イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

建物・構築物 3～38年
機械、運搬具及び工具器具備品 2～20年

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　
ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）
定額法によっております。ソフトウェア（自社利用）については、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法
商品及び材料貯蔵品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算
定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保、アフターサービス等の費用の支出に備えるため、過去の補修費支出の実績
割合等に基づき必要と見積られる額を計上しております。

ハ．工事損失引当金
受注工事の損失発生に備えるため、期末手持ち受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を合
理的に見積ることのできる工事について損失見積額を計上しております。

－ 3 －
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連結注記表

④　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお
り、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適用しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転したと判断した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「７．収益認識に関
する注記」に記載のとおりです。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
５年間で均等償却を行っております。

－ 4 －
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連結注記表

①　担保に供している資産 投資その他の資産の「その他」（差入保証金） 300百万円
②　担保に係る債務 支払手形・工事未払金等 2,525百万円

未払費用 4百万円
合計 2,529百万円

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以
下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用
指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針
を将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
工事請負契約等における収益認識
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事請負契約等の売上高　　21,756百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
工事請負契約等において、一定の期間にわたり充足される履行義務について、期間がごく短い工事を除

き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しておりま
す。ただし、初期段階は収益を認識せず、合理的な見積りが可能となる時点から、履行義務を充足するにつ
れて一定の期間にわたり収益を認識しております。

履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で
算出しております。

工事原価総額の見積りに用いた主要な仮定は、機器・資材の使用量及び施工数であります。この仮定につ
いては、工事の進捗状況、過去の施工実績等に基づき合理的に算定しています。

主要な仮定である機器・資材の使用量及び施工数は、不確実性が高く、仕様の変更や追加工事の発生等に
より、実績と見積金額が乖離した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性が
あります。

４．連結貸借対照表に関する注記
担保に供している資産及び担保に係る債務

－ 5 －
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連結注記表

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 8,197,500株 － － 8,197,500株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 189,399株 － 2,302 187,097株

・配当金の総額 832百万円
・１株当たり配当額 104円
・基準日 2022年 3 月31日
・効力発生日 2022年 6 月29日

・配当金の総額 80百万円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 2022年 9 月30日
・効力発生日 2022年 12月5日

・配当金の総額 1,137百万円
・１株当たり配当額 142円
・基準日 2023年 3 月31日
・効力発生日 2023年 6 月29日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2022年６月28日開催の第63回定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2022年11月2日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2023年６月28日開催予定の第64回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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連結注記表

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループでは、資金運用については、預金、債券及び株式等で行っております。資金調達について
は、内部資金を優先して充当する方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、当社の売上債権管理規程に従い、リスクを所管する部門で取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制としております。連
結子会社についても、当社に準じて同様の管理を行っております。
有価証券は、主に譲渡性預金等の安全性の高い金融商品であります。投資有価証券は、市場価格の変動リ
スクに晒されておりますが、これらは主に業務上の関係を有する企業の株式や社債等であります。なお、
これらの金融商品のリスクについては、経理部門において定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して
おり、その運用状況は定期的に取締役会等にて報告されております。
営業債務である支払手形、工事未払金及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価(百万円) 差額（百万円)

有価証券及び投資有価証券 16,051 16,051 －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 66

関係会社株式(子会社株式) 105

投資事業有限責任組合(※) 199

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含めておりません。（（注２）参照）

（注１）現金は注記を省略しており、預金、受取手形・完成工事未収入金等、電子記録債権、支払手形・
工事未払金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

（注２）　市場価格のない株式等

           ※投資事業有限責任組合は、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」
              第24-16項に従い、時価開示の対象としておりません。

　⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
　　ルに分類しております。
　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
　　　　　　　　　　の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
　　　　　　　　　　に係るインプットを用いて算定した時価
　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。

－ 8 －
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　(１)　株式 1,923 － － 1,923

　(２)　債券

　　　　①国債・地方債等 － 199 － 199

　　　　②社債 － 12,027 － 12,027

　(３)　その他 － 1,899 － 1,899

　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している地方債及び社
債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２
の時価に分類しております。投資信託等は、金融機関等の第三者が公表する基準価額等をもって時価として
おり、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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空調計装
関連事業

産業システム
関連事業 合計

売上高

一時点で移転される財 10,627 1,925 12,552

一定の期間にわたり移転される財 19,165 2,590 21,756

顧客との契約から生じる収益 29,792 4,515 34,308

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 29,792 4,515 34,308

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループでは、顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識し
ております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、主要な事業として空調計装関連事業、産業システム関連事業を行っております。これら
の事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、それぞれの履行義務に関する情報は以下のとお
りであります。

①　工事契約
工事契約に係る収益には、主に計装エンジニアリング工事の請負が含まれ、履行義務を充足するにつ
れて一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方
法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）によっております。ただし、初期段階は
収益を認識せず、合理的な見積りが可能となる時点から、履行義務を充足するにつれて一定の期間に
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連結注記表

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 7,322百万円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 8,856百万円
契約資産（期首残高） 922百万円
契約資産（期末残高） 1,105百万円
契約負債（期首残高） 1,347百万円
契約負債（期末残高） 1,521百万円

わたり収益を認識しております。
また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短
い工事契約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益
を認識しております。

②　商品販売
商品販売に係る収益には、主に空調自動制御機器の販売が含まれ、商品の国内販売において、出荷時
から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を
認識しております。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高

当社グループは、履行した義務に対する契約資産を前もって認識することになります。契約資産として
認識された金額は、主に顧客に請求された時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

また、工事請負契約等に基づいて顧客から受け取った前受金が現在までに認識された収益を超過する場
合は、その差額を契約負債として認識しております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の金額は

22,961百万円であります。当該履行義務は、主に計装エンジニアリング工事の請負に関するものであり、
期末日後1～2年以内に収益として認識すると見込んでおります。
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⑴　１株当たり純資産額 3,879円63銭
⑵　１株当たり当期純利益 395円48銭

８．１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 470 316 7 323 89 18,760 8,980 27,830
当 期 変 動 額

別途積立金の積立 900 △900 －
剰 余 金 の 配 当 △912 △912
当 期 純 利 益 3,163 3,163
自 己 株 式 の 処 分 3 3
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 3 3 － 900 1,350 2,250
当 期 末 残 高 470 316 10 327 89 19,660 10,331 30,080

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

当 期 首 残 高 △370 28,254 650 28,905
当 期 変 動 額

別途積立金の積立 － －
剰 余 金 の 配 当 △912 △912
当 期 純 利 益 3,163 3,163
自 己 株 式 の 処 分 4 7 7
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

△50 △50

当 期 変 動 額 合 計 4 2,258 △50 2,207
当 期 末 残 高 △365 30,512 599 31,112

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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①　有形固定資産
（リース資産を除く）

建物 3～38年
構築物 10～15年
機械装置 8～17年
工具器具・備品 2～20年

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　
②　無形固定資産

（リース資産を除く）
定額法によっております。ソフトウェア（自社利用）については、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 　　　　　　 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　　　　　　 移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 　　　　　　 個別法による原価法
商品及び材料貯蔵品 　　　　　　 総平均法による原価法

　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方
法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保、アフターサービス等の費用の支出に備えるため、過去の補修費支出の実績割合
等に基づき必要と見積られる額を計上しております。
③　工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、期末手持ち受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的
に見積ることのできる工事について損失見積額を計上しております。
④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており、退
職給付引当金及び退職給付費用の計算に簡便法を適用しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を適用しており、約束した財又は
サービスの支配が顧客に移転したと判断した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「８．収益認識に関す
る注記」に記載のとおりです。
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①　担保に供している資産 差入保証金 300百万円
②　担保に係る債務 工事未払金 2,440百万円

買掛金 84百万円
未払費用 4百万円

合計 2,529百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 914百万円

①　短期金銭債権 30百万円
②　長期金銭債権 160百万円
③　短期金銭債務 21百万円

２．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に
わたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
工事請負契約等における収益認識
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

一定の期間にわたり充足される履行義務に係る工事請負契約等の売上高　　21,707百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する情報」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

⑶　関係会社に対する金銭債権及び債務
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　営業取引による取引高
　仕　　入　　高 74百万円
　販売費及び一般管理費 1百万円

　営業取引以外の取引高 3百万円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 189,399株 － 2,302株 187,097株

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
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繰延税金資産
未払賞与 759百万円
未払社会保険料 83百万円
未払事業税 57百万円
退職給付引当金 26百万円
その他 160百万円

繰延税金資産小計 1,087百万円
評価性引当額 △54百万円

繰延税金資産合計 1,032百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △263百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △13百万円

繰延税金負債合計 △276百万円
繰延税金資産の純額 756百万円

⑴　１株当たり純資産額 3,884円01銭
⑵　１株当たり当期純利益 394円92銭

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表「７．収益認識に関する注記」に同一の内容

を記載しておりますので注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
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